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Summary
What is significance of the use of popular culture in tourism promotion to Japan's international 
relations ?　This paper aims to answer this question through a brief review of existing literature.　
Chapter I examines the impact of cultural exchange on international relations in a wider context.　
Chapter Ⅱ pays an attention to contemporary Japan’s context（surrounding contemporary Japan）
to consider how important cultural exchange can be to the country’s international relations today.
Though often invisible, culture is one of powers that can affect international relations.　There 
are cases where Japanese popular cultural products are accepted in foreign countries.　Such acceptance 
alone does not necessarily lead to a situation where boundaries between countries in Asia get much 
lower, at least in a foreseeable future.　However, at the same time, it is the case that seeds of closer 
ties in an ideational structure are sown in the region, compared to the previous decades.　Though 
it takes time, the use of popular culture in inbound tourism promotion may be able to contribute 
to growing such seeds.
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要　旨
ポピュラー文化を観光に活用することは、日本の国際関係にどのような影響をもたらす可能性がある
のだろうか。本稿は、先行文献の調査を通じて、この問いに暫定的に答えることをめざす。Ⅰでは、ま
ず、文化交流が国際関係に及ぼす影響を考察する。Ⅱでは、今日の日本の国際関係にとって、文化交流
がどのように位置づけられるのかを考察する。
文化は目に見えにくいが、国際関係に影響を与える重要な力の一つである。日本のポピュラー文化が、
外国で受け入れられている事例がある。ポピュラー文化の交流が更に深まったとしても、それだけでア
ジアの国々・地域が一つにまとまるなどと、少なくとも当面は考えにくい。しかしながら、地域として
のまとまりの芽が、観念的構造において生じていることは、事実と考えられる。ポピュラー文化をイン
バウンド観光に活用することは、こうした「地域としてのまとまりの芽」をつくることに貢献する可能
性が、期待される。
キーワード
文化交流、紛争予防、観光、ポピュラー文化、地域アイデンティティ
は じ め に
今日の日本のインバウンド観光推進において、
ポピュラー文化の活用が図られている。ポピュ
ラー文化を観光に活用することには、日本の国
際関係にどのような影響をもたらす可能性があ
るのだろうか。本稿は、先行文献の調査を通じ
て、この問いに答えることをめざす。
Ⅰでは、文化交流が国際関係に及ぼす影響を
考察する。そのため、次の四点を検討する。第
一に、国際関係における力といえば、軍事力や
経済力が思い浮かべられることが多い。では文
化は、果たして国際関係の力たりうるのだろう
か。第二に、文化交流は、紛争後の平和構築、
さらには紛争の防止のために、何らかの役割を
果たしうるのだろうか。第三に、われわれが一
般にイメージする国際関係とは、近世以降のこ
とである。近世以降の国際関係のなかで、文化
交流はどのように行われてきたのか。その特徴
に、何らかの変化はあるのだろうか。第四に、
文化とは誰が創り出し、誰が受容するのだろう
か？また、文化とは不変のものなのか、変化す
るものなのか？ 
以上の、文化と国際関係をめぐる一般的な理
論の検討を受けて、Ⅱでは、今日の日本の国際
関係にとって、文化交流がどのように位置づけ
られるのかを考察する。そのために次の二点を
検討する。第一に、日本の外交にとって文化の
位置づけは、どのように変化してきたか。また
特にポピュラー文化はどのように取り扱われて
きたか。第二に、日本のポピュラー文化が外国
で受入られている事例があるが、そのような状
況を分析する際に、どのような視点が求められ
るのか。
「むすびに」では、本論での議論を踏まえ、
上述の問いに答えることとする。
Ⅰ　国際関係において文化が果たす役割
１　国際関係における力と文化
国際関係において文化や宣伝が重要な役割を
果たすとの認識は、必ずしも目新しいものでは
ない。ここでは、文化や宣伝がなぜ重要なのか、
そしてどのように使われてきたのかをふりかえ
る。
イギリスの国際政治学者であるカー（２０１１）
によれば、国際分野における政治的な力には軍
事力、経済力、意見を支配する力の三つがある
（p. ２１５）。この意見を支配する力は、「軍事力や
経済力に勝るとも劣らず政治目的にとっては本
質的なものであり、なおかつ、これら二つの力
とつねに密接な関係にある」（p. ２５７）１）。
政治において意見を支配する力の重要性が高
まったのは、政治の基盤が拡大したからである。
現代の政治が決定的に依存しているのは大都市
およびその周辺の人びとである。このような人
びとは、宣伝の影響を最も受けやすい。宣伝に
とっての重要な手段は、まず普通教育であり、
さらに、ラジオ、映画と出版物も挙げられる。
ただし「ラジオ、映画、出版の経営は、発展の
当然の成り行きとしてますます少数の人びとの
手に集中するようになる。こうしてこの集中が
意見の中央集権的管理を助長し、なおかつこれ
を必然のものにしている」。同じことをカーは、
「意見の国有化」とも表現する（カー ２０１１: ２５７
６２）。
第一次世界大戦では、意見を支配する力が対
外政策の手段として使用され、「一般住民の士
気が、初めて軍事上の攻撃目標となった」。こ
の戦争の交戦国は、「心理戦争は経済戦争や軍
事戦争を効果的に行なうためには不可欠だ」と
理解した（カー ２０１１: ２６２３）２）。
第一次世界大戦後、国内外の世論を動かすた
めの新しい公式・準公式の機関が、多くの国に
設立された（p. ２６５）。例えば第二次世界大戦前
のイギリスにおいても、政府は放送・映画・出
版物に対し影響力を行使した。１９３５年から１９３９
年にかけてブリティッシュ・カウンシル、BBC 
ならびに外務省対外広報局が設立され、「外国
人の意見をイギリスの見解に慣れ親しませるた
めの宣伝」を始めたのは、上記の政策のあらわ
れである （pp. ２７４５）。
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文化は国際関係の力の一種類であるとの指摘
は、上述のように、２０世紀前半に既にカーが行っ
ている。同様の趣旨を異なる表現で示したのが、
ナイ（２００４）の「ソフト・パワー」である。
国際関係における力には関係的な力と構造的
な力があるが３）、ナイは前者をハード・パワー
と呼ぶ。ソフト・パワーとは構造的な力のこと
であり、「脅しや報酬によって他人に行動を変
えるよう強いる必要もなく、望む結果を得る」
ことができる力である（p. ４０）。ハード・パワー
とソフト・パワーは相互に補完する場合もあれ
ば、対立することもある（p. ５４）。
ソフト・パワーの源泉には三つのものがある
と、ナイは述べる。第一に文化である。他国が
その国の文化に魅力を感じることが、ソフト・
パワーの源泉となる。第二が政治的な価値観で
あり、国内と国外でその価値観に恥じない行動
をとっていることが、源泉となる。第三は外交
政策であり、その国の政策が正当で敬意を払わ
れるべきものとみられていることが、源泉とな
る（p. ３４）４）。
ここで注目すべきは、「大衆文化＝ソフト・パ
ワー」ではないということである。ソフト・パ
ワーを、大衆文化の力としてのみ理解すること
は、ソフト・パワーによる行動と、ソフト・パ
ワーを生む出す一助になる場合のある文化的な
源泉とを混同することである（p. ３５）。
ソフト・パワーの効果の検証は必ずしも簡単
ではない。ハード・パワーの源泉と比べると、
ソフト・パワーの源泉の効果は拡散するため、
国際政治への活用が難しい （p. １５９）。二つの国々
の政治的エリート同士が文化活動をした、とい
うような高級文化の交流による具体的な政治効
果の測定は比較的容易である。それに対し、大
衆文化の政治的な重要性の判断は難しい。とい
うのも、大衆文化は政府が直接管理するもので
はないため、政府が望むような政策面の結果が
出るとは限らないからである。また、一つの国
内の異なる階層に対し、異なる効果をもたらす
場合がある。さらに、大衆文化の影響は、中長
期的に変化する可能性がある（pp. ８１９５）。
したがって、ソフト・パワー概念は国際関係
における文化交流の意義を論じる際に有用性を
持つが、実際の文化交流活動に安直にこの言葉
をあてはめるだけに終わらないよう、留意が必
要である５）。
２　国際関係における文化のはたらき
前節でとりあげた「意見を支配する力」の議
論は、国家間の利害対立を調整する一つの手段
（さらには戦争の一つの手段）を念頭において
行われたと、推察される。これと同様にソフト・
パワーは、ハード・パワーとの対比で概念づけ
られている。一方、次にとりあげる福島（２０１２）
は、先の二つとは異なる角度、つまり紛争後の
時期に文化が果たす役割を論じることを通じて、
国際関係における文化のはたらきに注目する。
福島は、包括的・多面的な平和構築において
文化活動にどのような役割があるかを検討した。
なお平和構築とは、「紛争（再発）予防も含む
包括的な活動であり、かつ和平合意の維持、治
安の維持、人道支援、経済復興から法制度整備
までさまざまな側面を持つ多面的な活動」と定
義される（pp. ３５６）。
福島は、包括的平和構築の過程において、文
化活動が次の４種類の役割を果たすと想定した。
それらは、例えごく短時間であっても対立者
間の関係を構築するための触媒としてはたらく
役割、当事者に例え一時的でも紛争を相対化
してもらえるはたらき、「心の平和構築」、
「エンパワメント」の四つである。なお「心の
平和構築」は、さらに次の３つに分けられる。
ア 相互理解、融和、寛容性の育成、信頼醸成、
和解、イ 紛争により変容したアイデンティティ
の昇華と新たなアイデンティティの形成、ウ 紛
争によって傷ついた心のケア、である（pp. ４５
６０）６）。
スポーツ交流、音楽活動、文芸作品の活用、
演劇活動、ならびに伝統文化の活用の５つの事
例の検証を通じて７）、文化活動は、包括的かつ
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多面的な平和構築活動の一翼を担うメカニズム
として機能すると、福島は主張する。そうした
働きのポイントは、次の４つである。①文化活
動のみで平和構築ができるのではない。あくま
で包括的・多面的な平和構築活動のメカニズム
の一つである。②文化活動は、紛争地の人々が
対立を超えるための「共通言語」の役割を果た
す。③文化活動で協働することを通じ、傷つい
たアイデンティティを昇華させ、さらに紛争を
経験した対立する立場の人たちどうしの間で
「連帯感を生みだし、人間関係を強化する方向」
に進むことを促す。④文化活動は、上述の４種
類の役割の複数を兼ねて果たしている（pp. ２１２
９）。
紛争解決にとって文化活動は万能薬ではない
が、無力でもない。どのように役立つかについ
て、福島は次のように述べる。まず、文化活動
のみで紛争後の平和解決を行えるわけではない。
「あくまでも政治的・経済的・社会的な平和構
築が促進される中で、文化的メカニズムも組み
合わされてこそ、相乗効果を期待できる」（p. 
２１９）。つまり、「政治・安全保障・経済開発メ
カニズムは紛争解決の必要条件であるが、（中
略）これに文化メカニズムを含めなければ十分
条件ではない」（pp. ２２９２３０）。さらに換言すれ
ば、文化活動は「文化的な差異が悪用され、紛
争を引き起こすことを防ぐために必須の平和構
築メカニズム」であり、決して「ぜいたく品」
などではない（p. ２１９）。
紛争のどの段階において、文化活動が役に立
つのだろうか。文化活動が平和構築に貢献でき
る可能性は、紛争前と紛争後の段階の方が、紛
争中よりも大きい。しかし、紛争中であっても、
文化活動を通じて紛争の相対化を図ることので
きる可能性がある（pp. ２２６２２８）。
紛争後の平和構築という課題は、ポピュラー
文化の観光への活用を考察する立場からは、や
や離れたところにあるかのように見える。しか
し、異文化を持つ人との交流が対立に発展する
おそれは、観光においても決して否定できない。
つまり観光という文化交流でも、紛争を予防し
ようとする観点が求められる。さらには、いわ
ゆる「観光は平和のパスポート」の観点から、
観光が紛争予防に役立つために何をすべきかと
の問題意識は、観光の国際関係の研究者に必要
である。
３　国際文化交流のながれ
この節では、国際関係において文化交流がど
のように行われてきたかを整理した、平野（１９８４）
の議論を紹介する。平野は、国際文化交流の歴
史を３つの時期に区切ったうえで、交流のあり
かたが、時期ごとに変化してきたことを示す。
国際文化交流の特徴を明らかにするため平野は、
①人間が生きる世界（地球）にとっての限界
（境界）意識の存在、②国際関係を構成する要
素間の境界の強さ、③国際文化交流の主たるア
クター、そして④国際文化交流における国家の
関与度の強弱、の４つの項目に注目する。
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表１　国際関係における文化交流のありかたの変遷
第３期
（２０世紀末～）
第２期
（１９世紀～
２０C 世紀後半）
第１期
（～１８世紀末）
強い弱い弱い「世界の果て」（「宇宙船地球号」）の意識
弱い強い弱い構成要素ごとの境界の強弱
国家＋個人国家個人アクター
「現象」「事業」「現象」交流のありかた（国家の関与度の強弱）
（平野 1984に基づき筆者作成）
　国民国家以前の時代の文化交流（１８世紀
末まで）
この時期にも、国際文化交流は行われていた。
例えば６世紀の日本への仏教伝来も、その一例
である。この時期の交流は、貿易、征服、植民、
伝道、亡命などの活動の、いわば付属品として
行われた。交流の主な媒体は、実物と書物だけ
であった。この時代の文化交流の媒介者は、ほ
とんど意識せずに境界を超えたであろう。この
ように１８世紀初頭まで、文化交流は政治的論争
から自由に行われていた。交流の効果は、今日
の尺度から見ると、限定的であったかもしれな
い。しかし摩擦や紛争の原因となることも少な
かった。この当時の文化交流の「場」は、「一
個の当該社会とその他すべての外界とからなる
ようなもの」であり、自己文化と相手文化との
全体的比較、優劣比較の意識は未発達であった
（pp. ５１０）。
　国民国家時代の文化交流（１９世紀から２０
世紀後半まで）
第１期とは対照的に、この時代の文化交流は、
「国民国家」を単位として行われるようになっ
た（p. １１）。つまり国際関係の 「『全体』はまだ
十分に意識される必要がなく、国民社会という
『部分』相互間の関係のみが焦点となっていた」
（p. １７）。
文化交流事業を担当する政府機関が、１９世紀
後半から２０世紀にかけて、欧米の国々に設立さ
れた。日本では１９２３年に対支文化事務局が設置
され、１９３４年に国際文化振興会が設置された。
この時代において西欧の先進国家群は、自国文
化を外国に紹介することを、文化交流事業のね
らいとした。この動きは、「自国文化の強圧的
な普及や宣伝を目指す文化工作」になった。こ
のような文化交流が文化帝国主義として非難さ
れ、文化工作を行った国の外交にとってかえっ
て逆効果になった事例があるという８）。また外
国からの文化に対抗すべく、土着伝統文化への
帰依がかえって強まったこともある。
上述のように、この時代の文化交流の主体は、
国民国家であった。この時代の交流の媒体は、
人物や書物によるものが中心であった。ただし
新聞、写真、映画、ラジオの登場が、交流に大
きな影響を与えた（pp. １０１７）。
　国民国家以後の時代の文化交流（２０世紀
末以降）
第３期は、当然第１期、第２期と異なる。し
かし第１期と共通点も持つ。第３期の文化交流
の舞台となる国際関係の特徴として、次のこと
があげられる。まず、国民国家が地球全体に広
がったことと、国境の非浸透性が失われたこと
（軍事テクノロジーとコミュニケーション・テク
ノロジーの発達による）である。次に、全人類
的な問題（人口、資源、エネルギー、環境など）
の出現と、それらの存在についての認識が広がっ
たこと。これらの結果、個や部分の生存は全体
の安定によってのみ保障され、個や部分の自由
が全体の安定に寄与するとの認識が生じてきた。
以上の要因により、「地球は今や有限の閉じた
体系と変わった」（p. １８）。
この時期の国際交流では、交流の形態が両方
向的なもの（第２期のような一方通行ではなく
双方向）となるべきだと考えられるようになっ
てきた。また第２期の国家主導型の文化交流に
対する反省から、民間の文化交流が重視される。
第３期の文化交流は、第２期の国家主導型の
「文化交流事業」とは異なり、個人の役割の大
きい「文化交流現象」（第１期と似たように）
として進められることが予想される。個人が文
化交流の推進役である点において、第３期と第
１期は似ている。ただし両者が異なるのは、推
進役たる個人が一部の少数の人たちに止まらな
いことである。つまり第２期と第３期の違いと
して重要なのは、文化交流の媒体が単一から無
数という状態に変わることである（pp. １７２０）。
第１期から第３期までの対比を通じて見出さ
れる、すなわち今日の第３期の文化交流の特徴
として、次があげられる。まず、文化交流を国
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家間の外交関係の潤滑油として位置付ける見方
は、今後も存在するが、第２期よりも重要性は
相対的に下がるであろうこと。次に文化交流を、
人類が直面する諸困難を共同で解決していくた
めに行うことが求められるであろうこと。そし
て、第３期の文化交流をめぐる根本問題は、人
類文化の多様化と普遍化という基本問題をどの
ように扱うか、であること。これらの認識は、
観光のありかたを論じる際にも適用できるし、
またそうすべきであろう。
４　文化の議論をめぐる軸
この節では、「文化は誰のものか（誰が創り
出し、誰が受け取るのか）？」、そして「文化
は不変のものか、それとも変化するものか？」
に関して、いくつもの視点があることを示す。
レスター大学（英国）の社会学者であるスト
リナチは、ポピュラー文化の定義として、米国
の社会学者であるヘブディジの次の定義を採用
している。「『ポピュラー文化』は一般に利用さ
れている人工物、たとえば映画、レコード、衣
服、テレビ番組、交通様式等々である」（Hebdige: 
１９８８, p. ４７）」（ストリナチ ２００３: １３）。このよう
な定義は、的外れではないものの、物足りない
との印象を与えることであろう。とはいえ下に
示すように、ポピュラー文化の定義はいくつも
の理論によって異なるという事情を踏まえると、
一定の妥当性を持つ定義と考えられる。そこで
本稿では、この定義を用いる。
ストリナチは、大衆文化論、フランクフルト
学派、マルクス主義理論（アルチュセール、グ
ラムシ）、フェミニズム理論、記号論、構造主
義、ポスト・モダニズムのそれぞれの立場から
のポピュラー文化の定義を、次のように整理す
る。
①　 大衆文化論の観点からは、前産業社会の
民衆文化、ないし産業化社会のなかの大衆
文化を、ポピュラー文化とする（p. １４）。
ポピュラー文化ないしマス文化は、産業化
社会以前の「高級」文化あるいは「民衆」
文化を破壊すると考えられた（pp. ３５）９）。
②　 フランクフルト学派の観点からは、ポピュ
ラー文化とは大衆文化を意味する。ポピュ
ラー文化は、文化産業によって生産され、
資本主義の安定と持続を保証する（p. １４）。
強い権力を持った国家や統制する手段とし
てのマス・メディアが、操られるだけの無
知で無力な大衆を生んだと考えられた（pp. 
３５）１０），１１）。
③　 マルクス主義理論の観点からは、ポピュ
ラー文化とは支配的イデオロギーの一形態
であるとする（p. １４）。ただし社会の安定
は支配層の上からの抑えつけだけで得られ
るのではなく、下からの自発的な支持と了
解を必要とすると考えた（この状態・関係
がヘゲモニー）。ここから、普通の人々が
主導権をとって社会に影響を及ぼす可能性
を見ることが可能になる（pp. ３５）。
④　 フェミニズム理論の観点からは、男の関
心（女の関心ではない）を反映した家父長
的なイデオロギーである（p. １４）。
⑤　 記号論の観点からは、ポピュラー文化が、
権力を持つもの（例えばブルジョアジー）
の利害を曖昧にする役割を果たす、と考え
られる（p. １４）。なお記号論的研究の中に
は、記号がコミュニケーションの形式とし
て使われる際の文脈を無視することがあっ
たという（p. １５８）。つまり「記号論は、意
味が記号それ自体ではなく、それが位置づ
けられている社会関係の産物であることを
認識していない」場合のあることに、注意
が必要である（p. １５９）。
⑥　 構造主義の観点からは、ポピュラー文化
を、普遍的で変化のない社会や精神の構造
であるととらえる（p. １４）。この観点から
の研究の中には、すべてを単純な心的構造
に還元しており、文化現象の複雑性や歴史
性、そして社会的な特殊性を無視した場合
があることが、報告されている（p. １５２）。
⑦　 ポスト・モダニズムの観点からは、ポピュ
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ラー文化がマス・メディアの役割の根本的
な変化を具体化しており、イメージとリア
リティの区別をなくすと考える（p. １４）。
マス・メディアの普及により、時間や空間
の感覚、現実と虚構の区別が曖昧になった
と考えられた。高級と低俗、本物と偽物と
いう区別も曖昧になったとする（pp. ３５）。
ここまでで、ポピュラー文化を分析するため
の理論には少なくとも７つがあり、それぞれが
長所と要注意点を持つことが分かった。これを
踏まえると、ポピュラー文化がどのように活用
されるか、またポピュラー文化が社会にどのよ
うに影響するのかを考える際の分析軸として、
例えば次のようなものが考えられる。
ａ．産業化の前後（「民衆」文化か、ポスト
「民衆」文化か）
ｂ．社会階層の違い（エリート文化か、大衆
文化か）
ｃ．権力を持つものと持たないもの（支配者
の文化か被支配者の文化か。あるいは宗主
国の文化か、植民地の文化か）
ｄ．ポピュラー文化への関わり方の違い（文
化の生産者ないし送り手か、消費者ないし
受け手か）
ｅ．女性の文化か、男性の文化か
なお、上記ａのように産業化を文化の性質の
画期とすることからは、国際交流の機会の多寡
に関する変化（グローバル化）を、一つの画期
とする可能性が考えられる。すなわち、「国民」
文化とポスト「国民」文化という性格づけであ
る。
また、ここまでの内容を踏まえると、現代日
本のポピュラー文化の観光活用が、日本の国際
関係にもたらす影響を考察するにあたり、次の
ようなことがらへの目配りが、検討の内容に応
じて必要になると予想される。
ア　民衆文化が「高級」文化に格上げされ
るような側面
イ　日本政府の対外宣伝としての側面
ウ　日本企業の経済的利益の実現としての
側面
エ　消費者（日本のポピュラー文化を受容
する外国の人たち）にも力があること
次に、上述したストリナチによるポピュラー
文化の理論の整理に加え、日本の社会学者であ
る栗原彬（１９８２）による分析枠組みに言及した
い。その特徴は、フランクフルト学派の観点か
らの「上から目線」の大衆文化の評価とは対照
的に、大衆文化の特徴をいわば「下から目線」
で把握しようとする視点を持つこと、また文化
の生産と受容・消費が一方通行ではなく双方向
で行われると考えるところにある。
栗原は、今日のわが国の大衆文化が、１９５５年
に始まる高度産業化社会の過程で築かれてきた
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表２　大衆文化の三つの層と生成・消費
享受主体表現主体特　　　徴大衆文化の層
大衆サービス産業
　受け手である大衆は、文化の機構の活動を価値そ
のものと同一視して、価値の代わりに機構からもっ
ぱらサービスを受け取る消費者に転落する。
　他律的な消費を行うということは、大衆が管理社
会の秩序に自発的に服従することである。
「大衆文化Ⅲ」
大衆専門的な文化制作者
　大量伝達性と商業主義が貫徹。
　大衆文化らしい大衆文化として、見やすいさまざ
まなかたちをもって日常生活に現れる。
　大衆芸術と大量消費物資の多くがこの層に含まれ
る。
《大衆文化Ⅱ》
生活者生活者　大衆に固有の潜勢力が、反復可能な日常生活の行動様式に外化したかたち。〈大衆文化Ⅰ〉
（栗原 1982により筆者作成）
とする。この過程の中では、エリート文化対マ
ス文化、純粋文化対通俗文化、上級文化（ハイ・
カルチュア）対下位文化（サブ・カルチュア）
といった対立や境界が、従来よりも不明確にな
る。大衆文化は三つの層、すなわち〈大衆文化
Ⅰ〉、《大衆文化Ⅱ》、と「大衆文化Ⅲ」に分か
れる。（なお栗原は、括弧のつかない大衆文化
を、これら三つの層を包含する総称で、一般的
かつニュートラルに用いるとする。）大衆文化
の生成と消費は、三つの層のそれぞれで行われ
る。つまりある特定のアクターだけが文化の生
成または消費を行うわけではない。
さて吉見 （１９９４）は、上述の栗原の視点を支
持したうえで、大衆文化が一方通行ではなく、
複雑な過程であると主張する。
「大衆文化とは、けっして一枚岩的な表象シス
テムなのではなく、さまざまな社会的力がそこ
において作動する戦場のようなものである。そ
こには複数の表象システムがせめぎあい、絡ま
りあいながら多層的に複合しているのであり、
その形成を『民衆』なり『資本』なりの単一の
力に還元してしまうことは、この文化領域が内
包する力動的な本質を見誤ることになる」（p. 
２４９）。
　また、大衆は大衆文化を受け取るだけではな
く、それぞれが創造に関与していると述べる。
「大衆文化は、娯楽産業によって供給され、マ
ス・メディアによって媒介され、大衆によって
消費されるという意味でのコミュニケーション
である以上に、大衆一人ひとりが自らの集合的
な身体性において演じていくコミュニケーショ
ンなのである」（pp. ２５４５）１２）。
　この節の内容が当研究に示唆するのは、次の
ことである。まず、文化を創造するのは、エリー
トと民衆の双方であること。次に、創造された
文化の発信（流通）には費用と社会的な力が必
要であり、この意味で、エリートの文化が民衆
の文化よりも影響力が強い面のあることは確か
である。しかし民衆の文化も、影響力を持つ。
さらに、文化は人間が作るものであり、文化の
発信と受容の繰り返しの中で、変化していく部
分がある。したがって、文化の創造における民
衆のエージェンシーを考慮に入れない見方と、
文化の変化を全く受け入れない見方の説得力は、
限定的になるであろう。
Ⅱ　２１世紀初頭の日本の外交と文化のながれ
この章では、今日の日本の外交、観光振興と
ポピュラー文化の間にどのような関係があるの
かを確認する。ポピュラー文化、コンテンツ、
マンガ、アニメ、ソフト・パワーのような言葉
が、日本の外交政策や観光政策について述べる
際に用いられることがある。「ソフト・パワー」
を除けば、これらはいずれも、決して耳新しい
言葉ではない。しかし現代日本の国際関係の文
脈の中で用いられるようになったのは、比較的
最近のことである。そこで、また誰がどのよう
な文脈でどの言葉を使うのかを、整理したい。
１　日本の外交と文化交流
近代日本の外交において、文化はどのように
位置づけられてきたのだろうか。つまり、「意
見を支配する力」や「ソフト・パワー」の観点
からはどう特徴づけられるか。２１世紀初めの今
日について検討するのに先立ち、まず近代の日
本外交の中での文化の位置づけに言及する。
平野（１９８５）によれば、日本の外交において
文化は、戦前には軍事力に付随するものとして、
また戦後（冷戦期）には経済力に付随するもの
として、それぞれ位置づけられてきた。しかし
冷戦末期までには、文化がそれ自体で、軍事力
や経済力と対等で自立するものとしてとらえら
れる傾向が、みられるようになった。また文化
交流の内容に関しては、外国の文化を一方的に
受信するものから、自国文化の送信に力を入れ
るものへの転換が求められるようになった。
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２１世紀に入ってから、日本文化、とりわけポ
ピュラー文化の発信を、政府が行うようになっ
た１３）。日本政府がポピュラー文化の発信に力を
入れるきっかけを作ったとされるのが、マッグ
レイ（McGray ２００２）である。マッグレイは次
のように述べる。１９８０年代の日本は経済大国で
あったが、文化面での対外影響力は限られてい
た。これと対照的に、２０世紀末の日本の経済は
停滞している。しかし文化面における対外影響
力は大きい、と述べる。そのような文化的影響
力の例としてポピュラー音楽、マンガ、相撲、
情報技術などを挙げる。その上で、日本の外交
にとってポピュラー文化の存在とは、潜在的な
ソフト・パワーを莫大な規模で保有しているこ
とである。
これと同じ２００２年に公表した「グローバル観
光戦略」で、日本政府は、日本を「世界に開か
れた観光大国」とすること、また観光産業を日
本のリーディング産業とする、との目標を定め
た（国土交通省 ２００２）。翌２００３年には、「観光立
国行動計画」が策定された（観光立国関係閣僚
会議 ２００３）。この計画は、「文化力や知力や情報
力に根ざしたソフト・パワーを高めることによっ
て他国からの信頼を集めるとともに、内外の人々
や企業などを魅き付ける磁力の強化を国家的課
題として推進する必要がある」（p. ５）との認識
を示す。そして、観光立国実現への戦略の一つ
として、コンテンツ産業の振興を通じ日本ブラ
ンドを確立することを目指すと述べている（p. 
１４）。
「観光立国行動計画」では、観光とソフト・パ
ワーが結び付けられていた。ソフト・パワー、
コンテンツ、クール・ジャパンという言葉が、
政府が公表した文書において同時に用いられた
事例がある。例えば「『文化交流の平和国家』
日本の創造を」（文化外交の推進に関する懇談
会 ２００５）は、文化交流の三つの柱の第一である
「発信」の行動指針を、次のように示す１４）。
「２１世紀型クール」の追求として、日本語の普
及と、ポップカルチャーや現代アート等を糸口
に、世界における「日本のアニメ世代」の育成
を積極的に図り、奥行きと広がりのある日本文
化へのさらなる関心を発展させよう（p. ７）。
具体的な方策としては、①日本語のより一層の
普及を図ること、また②マンガ、アニメ、ゲー
ム等のポップカルチャー、現代アート、文学作
品、舞台芸術等の外国への発信に力を入れると
する（p. ８）。
２００７年以降では、外務大臣さらには総理大臣
がポピュラー文化の振興を公式に述べたことが
ある。例えば麻生外務大臣は、外交交渉におい
て日本の主張に「耳を傾けたいと相手に思わせ
る」ため、適切な場合にはポップカルチャー、
サブカルチャーを活用すること、また日本語を
学びたいという人々の意欲に応えるべきである
と述べた（麻生 ２００７）。その２年後、総理大臣
就任後に行った演説では、世界の安全と繁栄の
ために日本が積極的に行動すべきこと、そのた
めの方策の一つとして、どのようなメッセージ
を日本が世界に発するべきかを述べた。そうし
たメッセージの一部として、①アニメやマンガ、
映画やファッション、②働き方やモノ作りの技
術、③外国での日本語教育の充実を挙げた（麻
生 ２００９）。
２０１０年代に入り、インバウンド観光推進の窓
口は観光庁、クールジャパン推進の窓口は経済
産業省という役割分担が明らかになる。ただし
インバウンド観光の推進とクールジャパンの推
進は相互に乗り入れている。
２０１０年６月、経済産業省にクール・ジャパン
室が開設された。その目的は「日本の戦略産業
分野である文化産業（＝クリエイティブ産業：
デザイン、アニメ、ファッション、映画など）
の海外進出促進、国内外への発信や人材育成等
の政府横断的施策の企画立案及び推進」（三原 
２０１４: ７６）である。翌２０１１年７月には、経済産
業省クリエイティブ産業課（正式名称は生活文
化創造産業課）が設置された （三原 ２０１４: １８７
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８）。なお「クリエイティブ産業」の中核を担
う産業分野はファッション、食、コンテンツ、
地域産品、すまい、観光、広告、アート、デザ
インである（三原 ２０１４: １９２）。つまり経済産業
省は「クール・ジャパン」を重視しており、そ
の実現の一翼を担うものとして、観光を意識し
ている１５）。
一方内閣としては、観光立国実現のため、オー
ルジャパンで日本ブランドを作り上げ発信する
方針を、２０１３年に定めた。このため、観光庁、
日本政府観光局、経済産業省、JETRO、国際
交流基金が連携することも決められている（観
光立国推進閣僚会議 ２０１３: ２３）。
２０１３年の「観光立国実現に向けたアクション・
プログラム」（観光立国推進閣僚会議 ２０１３）は、
次のことがらを観光対象にすると述べている。
・国宝、重要文化財、地域の文化財
・アートやアニメーション等の芸術文化、
メディア芸術
・海外からのロケ撮影誘致
・日本食
・外国人留学生や在日外国人を通じた日本
の観光魅力・旅行情報の発信（pp. ４５）。
また、インバウンド観光客受け入れのための
環境整備として、次を行うとしている。
・多言語対応の改善・強化
・観光産業の外国人旅行者対応の向上
・観光案内機能の強化（pp. １０１１）
さらに翌年公表された「観光立国実現に向け
たアクション・プログラム ２０１４」（観光立国推
進閣僚会議 ２０１４）では、次のことがらを、イン
バウンド観光の観光対象とする方針を示してい
る。
エンターテイメント、ファッション、デ
ザイン、アニメ、食、流通、農業、文化、
ITなど（pp. ８９）（なおこれらの観光対象
を「コンテンツ」と表現している）
また、これらと重複するところがあるが、「我
が国を代表とする自然・景勝地」、「豊かな農山
漁村の魅力」、「日本食文化」、「地域に点在する
史跡・伝統芸能など有形・無形の文化財」も、
観光対象として活用する方針を述べている（pp. 
１９２１）。
つまり今日では、経済産業省は「クール・ジャ
パン」のスローガンを用いて、非重化学工業や
非電気産業が生産する、ポスト高度経済成長時
代のモノの輸出に力を注いでいる。一方観光政
策ではポピュラー文化（アニメ、マンガなどを
含むが、これらに限定されない）を、インバウ
ンド観光振興のために活用する。すなわち、国
際的なヒトの短期的な移動に伴う外貨収入の獲
得に力を注いでいる。そして観光政策では、経
済産業省、国土交通省と外務省が連携する方針
が立てられている。
２　日本のポピュラー文化振興に対する評価
この節では、まず、日本のポピュラー文化振
興に対する評価を紹介する。次に、ポピュラー
文化の振興が、日本の国際関係にもたらす影響
の可能性を考察する。
　　経済の観点から
現代日本のポピュラー文化の現状を述べる際
には、経済の観点も必要である。上述したよう
に、２０００年代には、ポピュラー文化の振興を政
府が主導していた。これに対し２０１０年代には、
コーディネーター役へと立場を変化させたよう
である。つまり、政府が市場への介入の程度を
下げたということができる。ポピュラー文化の
振興に関し、政府は枠組みづくりに専念すべき
との議論は、マッグレイのレポートが日本に紹
介された時点ですでに存在したし（田所 ２００３）、
その後の研究でも述べられている（Dalliot- 
Bull ２００９）。
　　文化社会学の観点から
現代日本のポピュラー文化を論じる際に、文
化産業論の視点、ならびにナショナリズム論の
視点が求められることがある。日本のポピュラー
文化に一定の人気があることは事実である。し
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かしそれが誰にとって得になることなのか、な
ぜそうなのかを冷静に見るべきだとする議論が
ある。例えばアリソン（Allison ２００９）は、クー
ル・ジャパンについて、資本にとってメリット
があるが、現代日本の若者にとってのメリット
は限定的であると主張する。この議論には、資
本と国民（民衆）との対比というフランクフル
ト学派の観点が取り入れられている。つまり文
化産業論の視点は、日本のポピュラー文化をめ
ぐる議論にも有効性を持つ側面があると考えら
れる。
また、ポピュラー文化に人気のあることが、
ナショナリズムに結び付けられてしまうことに
対し慎重であるべきとの議論もある。上述のア
リソンは、ある人が日本のポピュラー文化関連
商品を好むことと、日本という国を好むことと
は別の話である、と指摘している（Allison ２００９: 
９６）。あるいは、日本製のポピュラー文化が台
湾で受け入れられた理由には、内容に対する評
価もあるが、ポピュラー文化作品の需給のアン
バランスが生じていたこと、つまり台湾の社会
にプル要因が存在していたことを指摘する議論
もある（石井 ２００３）。
　　ポピュラー文化と「仲間意識」
日本のポピュラー文化に人気のあることから、
国境を越える「仲間意識」が創り出されつつあ
るのではないか、との議論がある。たとえばオ
トマツギン（Otmazgin ２０１１）は、日本のポピュ
ラー文化やアニメなどがアジアの国々・地域で
受入れられたことの背景に、国際的な起業家の
活動があること、つまり日本のポピュラー文化
を好む地域の拡大には、営利目的が存在するこ
とを、まず指摘する。ただし、当事者が経済的
利益を目指していても、音楽やアニメといった
同じ文化要素を共有することから、結果として
ある種の仲間意識が生じると述べる。
アジア全体を視野に入れた起業家活動が、従来
の国単位よりも大きな顧客を得ようとする商業
的な欲求に基づいていることは事実である。し
かしそうであっても、（日本のポピュラー文化
を受容する人たちが）同じ文化的な空間を共有
し、香港・日本・バンコク・ジャカルタのよう
な場所の人たちが、同じ文化で創造された同じ
領域に住んでいると確信させることが可能であ
る（Otmazgin ２０１１: ２７２、訳と括弧内は筆者）。
　あるいはカツマタ（Katsumata ２０１２）は、
日本のポピュラー文化（J-Pop、テレビドラマ、
映画、マンガとアニメ）が東アジアの国々で広
く受け入れられていることが、これまでは仲間
意識が存在しなかった人たちの間に、地域的な
仲間意識を創り出していると述べる。つまり政
治と経済の世界では、官僚・企業経営者などの
エリートが、アジアの地域アイデンティティを
共有してきた。しかし文化の面では、非エリー
トの人たちがアジアの地域アイデンティティを
共有していると、カツマタは述べる。こうして
国際的な社会階層が、文化の創造と受容に関わっ
ている可能性を取り上げている。
２１世紀における日本のポピュラー文化受容を
論じる際、２０世紀の国際関係にも注目すること
を論じる議論もある。ナカノ（Nakano ２００８）は、
日本のポピュラー文化が普及しても、戦争の記
憶は消えない。しかし、若い年代の人たちの間
に、共通の記憶（shared memories）を新たに
作り出していることは事実である。この結果、
日本のポピュラー文化を受容している人たちの
間には、アイデンティティの根拠を国家のみに
求めることから、複数のアイデンティティを持
つことに向かう傾向が生じている、と述べる
（p. １２５）。
お わ り に
本稿の目的は、ポピュラー文化を観光に活用
することが、日本の国際関係にどう影響するか、
その可能性を考察することであった。ここまで
の議論をふりかえり、この問いに答えることと
する。
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近代の国際的な文化交流のありかたには２回、
変化が生じた。特に、１９世紀から冷戦期までの
文化交流は国民国家単位で行われることが多かっ
たのに対し、２０世紀末以降は、文化交流の当事
者ならびに方法に関して「文化交流のグローバ
ル化」が進行している。
こうした流れの中、今日の日本は、ポピュラー
文化を含むソフト・パワーを利用している。観
光政策においては、マンガやアニメなどのポピュ
ラー文化の活用を図ることはもちろんであるが、
食文化、景観や伝統文化などの活用も計画され
ている。
２０世紀前半の文化交流と、今日の文化交流と
を比べると、ねらいや方法に関しては相違があ
る一方、目指すことについて、類似点があると
考えられる。
第１次世界大戦時に交戦国どうしで宣伝合戦、
つまり攻撃的な「文化交流」が行われた。しか
し、このような「文化交流」の根底にあること
について、カーは次のように述べる。
国家による宣伝が、国際性を自称するイデオロ
ギーでもってあらゆるところで執拗に装いをこ
らすという事実は、次のようなことを証明して
いる。すなわち、いかにそれが限定的なもので
あろうと、またいかにそれが弱々しいものであ
ろうと、国際的な共通理念の根幹ともいうべき
もの（中略）が存在すること、そしてこれら共
通理念がともかくも国益を超える価値基準にか
なっているのだ、という信念が同じく存在する
ということである（p. ２７９）。
つまり、「文化交流」という闘いが行われたの
は事実だが、その先に国際的に共通する目標が
ある、と述べている。
ポピュラー文化の生産・流通関係者は営利目
的で活動した。その結果として共有が可能になっ
たポピュラー文化を通じ、現代のアジアには、
文化面での共通空間が生まれている。では、我々
はここからどこに向かうのだろうか？
文化交流が進み、世界に一つだけの文化が形
成されるような「世界国家」だろうか？これは
考えにくい。代わりに考えられるのが、世界共
同体である。実現がいつになるかは分からない
が、モーゲンソー（１９９８）は、世界共同体を国
際関係の理想の一つと考える（p. ５４１）。ただし、
「政治的能力を備えた世界共同体は、道義基準
と政治行動の共同体であって、知性と感情の共
同体ではない」（p. ５２６）。同じ文化要素を知っ
ているからといって、２つの国の間のすべての
問題が消えることはないであろう。ポピュラー
文化を共有した体験を過大評価することは、第
１次世界大戦後のリベラル・インターナショナ
リズムについて、カーが批判の対象としたのと
同様の問題１６）を、非重化学工業や非電機産業が
生産する、ポスト高度経済成長時代のモノのや
りとりに関してくりかえすこととなってしまう
おそれを、否定しきれない。
ポピュラー文化の受容経験を共有することは、
それ自体楽しいことである。かといって、そう
した楽しい経験を共有する機会が増えれば、そ
れだけで世界が平和になる、というものでもな
い。また、世界が一つの国になるような状況は、
筆者には考えられない。しかしそれでも、長い
目で見て地域主義に資する面があるとの認識を
持って、文化交流に携わることが可能である。
このような文脈において、国際的な文化交流
を含む観光は、国際交流の増加が地域的な安全
保障共同体の形成に貢献することがある、との
ドイチュ（Deutsch １９５７）の主張に沿うものと
考えられる１７）。
注
１） ストレンジ（１９８８［１９９４］: ３７８）によれば、政
治経済（国際関係）において行使される権力には、
構造的権力と関係的権力の二種が存在する。関係
的権力とは、「ＡがはたらきかけてＢに何かをさ
せるような力」を指す。このはたらきかけがなけ
れば、Ｂはこうした行動をとらない。一方、構造
的権力とは、「どのように物事が行われるべきか
を決める権力、すなわち国家、国家相互、または
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国家と人民、国家と企業等の関係を決める枠組み
を形づくる権力、を与えるもの」である。「ある
当事者間の相対的権力は、当事者の一方がこの関
係が結ばれる周囲の構造を決定する力をもってい
れば、それに左右される」。カーの言う「意見を
支配する力」は、関係的権力に該当する。
２） 「第一次大戦の末期までには、宣伝は高度に組
織された制度となり、確かに大衆煽動の恐るべき
武器となった」（ニコルソン １９６８: １６４）。第一次
世界大戦中の宣伝合戦の一例について、木村他
（１９９７: ６９７０）は次のように述べる。参戦した国々
で行われた宣伝が、開戦当初の時点で意図したこ
とは、祖国防衛の意識を自国民に広めることで
あった。ところがその後、国民の戦意を維持する
ため、「『敵』の恐怖をかき立て、負のイメージを
振りま（く）」ことが行われるようになった。例え
ばドイツは、「新興ドイツへの嫉妬」、「アジア・ア
フリカ人の抑圧者」などとして、イギリスを非難
した。一方で連合国側は、ベルギーでの文化財破
壊や女性・子どもに対する暴力が、「軍国主義ド
イツ」の「野蛮性」を証明するものとして、宣伝
した。またロバーツ（２００３: ２１３４）によると、例
えば「イギリスが、ロンドンを空襲したドイツ軍
を『赤ん坊殺し（ベビー・キラー）』と非難すれ
ば、ドイツは海上封鎖をつづけるイギリス海軍も
同罪であると言い返し（た）」。第１次世界大戦中、
ドイツでは乳児死亡率が上昇したという。
３） このことは、既に１）で示した。
４） ソフト・パワーの概念は新しいが、この概念が
示す行動は、古くから存在すると、ナイは述べる
（pp. １１３４）。その例の一つとして、ナイは「老子」
第十七章を挙げる。日本語訳を引用すると次の通
りである。
大上は下之有るを知るのみ。其の次は親しんで而して
之を誉む。其の次は之を畏る。其の次は之を侮る（小川
訳 １９７８: ８９）。
最上級の政治家であると、下民はその人がいることを
知っているだけだ。第二級の政治家であると、その人に
親しみ、その人をほめる。第三級であると、その人を畏
れ、あるいは、その人を侮どる（木村・加地訳 ２００５: ２５４）。
　　ただしソフト・パワーを行使するのが「第二級」
の政治であると、筆者は考えない。
５） 「ソフト・パワー」が「ソフト」であっても、
やはり「パワー」であることに、留意が必要であ
る。ナイ（２０１１）は、「ソフト・パワー」のあと
に、「スマート・パワー」という概念を提示した。
これは、「強制と金銭の支払いというハード・パワー
と、説得と魅力というソフト・パワーの組み合わ
せである」と定義される（p. １４）。あるいは、「ハー
ド・パワーとソフト・パワーを組み合わせて、さ
まざまな状況に合わせて効果的な戦略を構築する
能力がスマート・パワーである」とも述べる（pp. 
１５６）。
６） 福島は、「紛争の記憶にかさぶたを作ったり、
背を向けて触れないようにするというよりも、記
憶と正面から向き合いながらこれを克服する心の
平和構築への糸口」であるという（福島 ２０１２: p. 
２１７）。このような姿勢での取組みには、当事者に
とっても支援者にとっても辛いことがあるに違い
ない。しかし、もしこの過程を乗り越えることが
できたならば、長続きする平和を創り出せると、
筆者は考える。
７） 福島が報告した事例は、次の通り。①サラエボ、
イスラエル、東ティモールでのサッカー、②ウェ
スト＝イースタン・ディヴァン管弦楽団、③ゲー
テ＝インスティテュートが南東欧で行った文芸作
品活用プロジェクト、④イラクの劇団の日本公演、
インドネシア・アチェでの演劇ワークショップ、
⑤アンコール＝ワットとバーミヤンの文化遺産の
保存。
８） このことは、第１節で述べたことに呼応する。
９） なおストリナチ ２００３: ３５ は、訳者である渡辺
と伊藤による説明である。
１０） 哲学者のホルクハイマーとアドルノ（２００７）は、
大衆文化が金儲けを目的とする文化産業（ラジオ
放送局、映画会社）に独占されている、と述べる
（p. ２５２）。「私企業でありながら放送は主権を持つ
全体を代弁」しており（p. ３２３）、文化産業は消費
者の抵抗を認めないとも言う（p. ２９１）。彼らの観
点は、文化の大衆化に対して批判的かつ悲観的で
ある。文化産業の概念は、ポピュラー文化を論じ
る際に有効かつ不可欠であると、筆者も考える。
しかし、メディア関連企業が国家と一体化してい
るとの見方に、今日では疑問が残る。また、大衆
が文化の受け手であるのみで、文化の創造性を認
めないこと、また文化の受け手としてのエージェ
ンシーを考慮しないことにも、検討が必要と考え
る。
１１） 第二の視点として、文化産業論とは異なる角度
から、ポピュラー文化を批判的に評価する視点が
ある。黒田（２００９）によれば、イギリスのカル
チュラル・スタディーズ研究者であるホガートは
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「民主主義の発展と教育機会の拡大、その結果と
しての労働者階級へのリテラシーの広がりが、…
彼らを新たな大衆文化の消費者としてしまい、彼
らの生活と文化を破壊する方向に向かっている」
と考えるという（p. １７）。フランクフルト学派の
文化産業論は、「ヨーロッパのファシズムとアメ
リカの大衆文化を背景として、巨大な国家やメ
ディアが無知で無防備な大衆を宣伝により支配し
ていくと悲観的に」論じる（井上・伊藤編 ２００９: 
１７）。これに対しホガートは、大衆文化を「支配
階級としてのブルジョアジーが実現した「正統」
で「偉大」な文化に対する、新たな消費文化」で
あると位置づける（p. １８）。そして「よき英国市
民」であるためには大衆も「正統」で「偉大」な
文化を受容すべきと考える（p. １９）。大衆文化が
社会に与える影響の大きさの指摘には納得がいく
が、エリート文化のみを「正統」とすることには
疑問が残る。
１２） 大衆文化がコミュニケーションであることを示
すため、エスノグラフィ的な方法と、社会史的な
方法の２つのアプローチを相補的に用いることを、
吉見は提案する（pp. ２５６７）。
１３） １９８５年から２００１年までの日本の文化外交政策の
特徴の把握は、今後の課題である。
１４） 他の二つの柱は「受容」ならびに「共生」であ
る。
１５） 金子（２００９）は、経産省の国家ブランディング
が、産業政策であると述べている。
１６） 自由貿易の推進が世界を平和にするとのスロー
ガンの背景に、貿易における強国の利害が存在し
たこと。
１７） 日本の学生と留学生が、日本のポピュラー文化
を共有するような機会を提供することは、このよ
うな交流の一例たりうる。
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